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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第39期
第２四半期
累計期間

第40期
第２四半期
累計期間

第39期
第２四半期
会計期間

第40期
第２四半期
会計期間

第39期

会計期間

自　平成21年
    ４月１日
至　平成21年
    ９月30日

自　平成22年
    ４月１日
至　平成22年
    ９月30日

自　平成21年
    ７月１日
至　平成21年
    ９月30日

自　平成22年
    ７月１日
至　平成22年
    ９月30日

自　平成21年
    ４月１日
至　平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 3,726,3985,350,7461,894,0022,694,0008,087,037

経常利益 (千円) 698,054 792,653 338,698 391,1111,370,631

四半期(当期)純利益 (千円) 417,864 468,014 200,500 236,405 804,872

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) ─ ─ 1,279,1821,279,1821,279,182

発行済株式総数 (株) ─ ─ 63,130 63,130 63,130

純資産額 (千円) ─ ─ 6,519,9676,751,5336,673,875

総資産額 (千円) ─ ─ 7,443,1147,661,3397,788,555

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ 105,205.83108,763.69107,555.49

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 6,791.207,605.913,258.423,841.9313,080.63

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 6,789.347,604.313,255.793,841.2313,077.17

１株当たり配当額 (円) 4,000 4,000 4,000 4,000 8,000

自己資本比率 (％) ─ ─ 86.9 87.4 85.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 480,327△209,280 ─ ─ 864,884

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △40,232△206,903 ─ ─ △595,736

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △244,042△246,132 ─ ─ △490,174

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 3,673,8522,594,4573,256,773

従業員数 (名) ─ ─ 46 48 46

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2. 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため記載しておりません。

3. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営んでいる事業内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当社は関係会社を有していないため、該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 48(7)

(注) 1. 従業員数は、就業人員であります。

2. 従業員数欄の(　)は、当第２四半期会計期間の臨時雇用人員であり、外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

当社は、貴金属めっき用薬品製造事業の単一セグメントであるため、生産、受注及び販売の状況につきま

しては、用途品目別に記載しております。

(1) 生産実績

当第２四半期会計期間における生産実績を用途品目別に示すと、次のとおりであります。
　

用途品目別の名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

プリント基板・半導体搭載基板用 981,601 133.2

コネクタ・マイクロスイッチ用 751,951 143.5

リードフレーム用 713,020 154.3

その他 3,296 73.4

合計 2,449,870 141.8

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を用途品目別に示すと、次のとおりであります。
　

用途品目別の名称 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

プリント基板・半導体搭載基板用 955,233 123.4 149,326 82.9

コネクタ・マイクロスイッチ用 679,499 158.7 27,213 105.9

リードフレーム用 721,929 164.6 34,447 207.9

その他 248,201 145.3 21,316 126.4

合計 2,604,863 143.8 232,304 97.1

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を用途品目別に示すと、次のとおりであります。
　

用途品目別の名称 金額(千円) 前年同四半期比（％）

プリント基板・半導体搭載基板用 976,256 130.5

コネクタ・マイクロスイッチ用 760,988 144.3

リードフレーム用 722,071 155.5

その他 234,684 152.2

合計 2,694,000 142.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

　

相手先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

金額(千円)
総販売実績に対する

割合(％)
金額(千円)

総販売実績に対する
割合(％)

兼松株式会社 205,626 10.9 282,549 10.5

３　当第２四半期会計期間における主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。

　　なお、（　　）内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。

輸出先
前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

韓国 122,892 18.3 157,488 13.9

台湾 109,356 16.3 119,093 10.5

シンガポール・マレーシア 30,818 4.6 134,926 11.9

中国 211,429 31.6 269,666 23.8

その他の地域 195,818 29.2 453,236 39.9

合計
670,317 100.0 1,134,411 100.0

(35.4%)　 (42.1%)　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　経営成績の分析

当第２四半期会計期間における業績の概況は以下の通りであります。

当期のわが国経済は国際金融危機の後遺症に悩む先進国の為替調整が進展する中で、黒字国日本の

円が急騰し、15年ぶりの円高に見舞われました。企業業績回復を背景に設備投資は底堅い動きを示す一

方、昨年来回復を続けた輸出と生産が頭打ちとなり、厳しい雇用情勢の下で個人消費の回復が遅れ、景

気は低空飛行を続けました。

電子部品業界におきましては、パソコンや液晶テレビにおいて第２四半期会計期間後半頃から多少

の在庫調整が見受けられたものの、多機能携帯電話 (スマートフォン) の出荷が好調に推移し、これが

牽引役となって半導体や電子部品の需要はおおむね好調に推移しました。

　当社におきましては、携帯電話用高精細コネクタ向けの硬質金めっき薬品や鉛フリー対応リードフ

レーム向けの電解パラジウムめっき薬品等の新製品の拡販が順調に推移しました。しかしながら、既存

の金めっき薬品の一部については、需要には力強さが感じられず、微増に留まりました。

  また、貴金属価格については、前年同四半期と比べ金で約20％、パラジウムで約80％価格が上昇しま

した。さらに、新製品のパラジウムめっき薬品の拡販に伴いパラジウム化合物の売上が増加したことも

あり、売上については大幅に増加しました。

その結果、当第２四半期会計期間における売上高は2,694,000千円（前年同四半期比42.2％増）、営

業利益は389,121千円（前年同四半期比18.0％増）、経常利益は391,111千円（前年同四半期比15.5％

増）、四半期純利益は236,405千円（前年同四半期比17.9％増）となりました。

売上高の用途品目別内訳は、プリント基板・半導体搭載基板用976,256千円（前年同四半期比30.5％

増）、コネクタ・マイクロスイッチ用760,988千円（前年同四半期比44.3％増）、リードフレーム用

722,071千円（前年同四半期比55.5％増）、その他234,684千円（前年同四半期比52.2％増）でありま

す。

　

(２)　財政状態の分析

(資産)

流動資産は、前事業年度末に比べて77,213千円減少し、4,996,891千円となりました。これは主に受取

手形及び売掛金が486,273千円増加、原材料が105,053千円増加したものの、現金及び預金が662,315千

円減少したことによるものであります。

　固定資産は前事業年度末に比べて50,003千円減少し、2,664,447千円となりました。これは主に、投資

有価証券の取得により172,304千円増加したものの、評価により248,757千円減少したことによるもの

であります。

　この結果、総資産は前事業年度末に比べて127,216千円減少し7,661,339千円となりました。

(負債)

流動負債は前事業年度末に比べて138,069千円減少し、724,437千円となりました。これは、買掛金が

66,869千円増加しましたが、未払法人税等が199,739千円減少したことなどによります。

　固定負債は前事業年度末に比べて66,803千円減少し185,369千円となりました。これは、資産除去債務

が23,669千円発生しましたが、繰延税金負債が101,492千円減少したことなどによります。

　この結果、負債合計は前事業年度末に比べて204,873千円減少し、909,806千円となりました。
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(純資産)

純資産合計は前事業年度末に比べて77,658千円増加し、6,751,533千円となりました。これは、主にそ

の他有価証券評価差額金が147,538千円減少したものの、利益剰余金が221,882千円増加したことなど

によります。

　

(３)　キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に

比べ662,315千円減少し2,594,457千円（前年同四半期は3,673,852千円）となりました。なお、当第２

四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。

(営業活動におけるキャッシュ・フロー)

税引前四半期純利益は395,584千円となりましたが、売上債権の増加による資金の減少183,582千円、

たな卸資産の増加による資金の減少108,827千円などにより、営業活動により獲得した資金は100,084

千円（前年同四半期は448,951千円の獲得）となりました。

(投資活動におけるキャッシュ・フロー)

投資有価証券の取得による支出38,411千円、無形固定資産の取得による支出30,000千円などにより、

投資活動に使用した資金は72,517千円（前年同四半期は21,737千円の使用）となりました。

　

(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(５)　研究開発活動

当第２四半期会計期間の研究開発費の総額は62,001千円であります。

なお、当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

(ａ) 重要な設備の新設等

当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等につ

いて重要な変更はありません。なお、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新

設等はありません。

　

(ｂ) 重要な設備の除却等

当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 246,400

計 246,400

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,130 63,130
東京証券取引所
（市場第一部）

当社は単元株制度は採用して
おりません

計 63,130 63,130 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行しております。その内容は次のとおりであります。

① 平成15年６月27日定時株主総会特別決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 9個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 36株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 　170,932円

新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から平成25年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　170,932円
１株当たり資本組入額　 85,466円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役
または使用人たる地位にあることを要すが、任期満了
による退任、定年退職その他正当な理由のある場合は
この限りではない。但し、その権利行使はその地位を喪
失した後１年間とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
ただし、当社と新株予約権者との間で締結する契約に
おいて、新株予約権を譲渡してはならないことを定め
ることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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② 平成17年６月24日定時株主総会特別決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 178個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 356株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　329,343円

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成27年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　329,343円
１株当たり資本組入額　164,672円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役
または使用人たる地位にあることを要すが、任期満了
による退任、定年退職その他正当な理由のある場合は
この限りではない。但し、その権利行使はその地位を喪
失した後１年間とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
ただし、当社と新株予約権者との間で締結する契約に
おいて、新株予約権を譲渡してはならないことを定め
ることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

当社は、会社法に基づく新株予約権を発行しております。内容は次のとおりであります。

① 平成19年６月22日定時株主総会特別決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 201個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 201株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　488,000円

新株予約権の行使期間 平成21年７月３日から平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　488,000円
１株当たり資本組入額　244,000円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役
または使用人たる地位にあることを要すが、任期満了
による退任、定年退職その他正当な理由のある場合は
この限りではない。但し、その権利行使はその地位を喪
失した後１年間とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
ただし、当社と新株予約権者との間で締結する契約に
おいて、新株予約権を譲渡してはならないことを定め
ることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

② 平成20年６月18日定時株主総会特別決議
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第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 215個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 215株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　363,000円

新株予約権の行使期間 平成22年８月１日から平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　363,000円
１株当たり資本組入額　181,500円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役及び使用
人たる地位にあることを要すが、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでは
ない。但し、その権利行使はその地位を喪失した後１年
間とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
ただし、当社と新株予約権者との間で締結する契約に
おいて、新株予約権を譲渡してはならないことを定め
ることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

③ 平成21年６月17日定時株主総会特別決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 233個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 233株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　337,000円

新株予約権の行使期間 平成23年８月１日から平成25年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　337,000円
１株当たり資本組入額　　　168,500円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役及び使用
人たる地位にあることを要すが、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでは
ない。但し、その権利行使はその地位を喪失した後１年
間とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
ただし、当社と新株予約権者との間で締結する契約に
おいて、新株予約権を譲渡してはならないことを定め
ることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　

　

④ 平成22年６月21日定時株主総会特別決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)
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新株予約権の数 240個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 240株

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　286,106円

新株予約権の行使期間 平成24年８月１日から平成26年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　286,106円
１株当たり資本組入額　　　143,053円

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役及び使用
人たる地位にあることを要すが、任期満了による退任、
定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでは
ない。但し、その権利行使はその地位を喪失した後１年
間とする。

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。
ただし、当社と新株予約権者との間で締結する契約に
おいて、新株予約権を譲渡してはならないことを定め
ることができる。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年７月１日～
平成22年９月30日

─ 63,130 ─ 1,279,182 ─ 1,022,894

　

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目8-11 4,540 7.19

渡辺　雅夫 東京都世田谷区 3,075 4.87

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　
132561
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

ONE WALL STREET NEW YORK NY 10286 UNITED

STATES OF AMERICA

（東京都中央区月島四丁目16-13）

3,015 4.78

下田　益弘 神奈川県横浜市西区 2,344 3.71

自社(自己株口) 東京都練馬区北町三丁目10-18 1,597 2.53

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1-1 1,352 2.14

シチズンホールディングス株式
会社

東京都西東京市田無町六丁目1-12 1,168 1.85

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11-3 948 1.50

神部　昭志 東京都葛飾区 940 1.49

平岩　武治 千葉県柏市 912 1.44

計 ― 19,891 31.51

(注)１ 上記の所有株数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）  4,540株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　    　948株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  1,597

─ ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 61,533 61,533
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 63,130 ― ―

総株主の議決権 ― 61,533 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式数に対する
所有株式数の割合

（％）

　（自己保有株式）
日本高純度化学株式会社

東京都練馬区北町３丁目10番18号1,597 ― 1,597 2.53

計 ─ 1,597 ― 1,597 2.53

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月 ７月

　
８月

　
９月

最高(円) 332,000301,000287,200271,000258,200256,900

最低(円) 296,000252,200259,000253,500229,000227,700

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,595,210 3,257,525

受取手形及び売掛金 1,996,183 1,509,909

商品及び製品 72,355 72,212

原材料及び貯蔵品 260,376 155,323

その他 72,766 79,134

流動資産合計 4,996,891 5,074,104

固定資産

有形固定資産 ※
 85,857

※
 97,015

無形固定資産 61,547 35,777

投資その他の資産

投資有価証券 1,971,754 2,048,206

その他 545,287 533,451

投資その他の資産合計 2,517,042 2,581,658

固定資産合計 2,664,447 2,714,450

資産合計 7,661,339 7,788,555

負債の部

流動負債

買掛金 287,147 220,277

未払法人税等 311,793 511,532

賞与引当金 66,000 66,000

その他 59,496 64,696

流動負債合計 724,437 862,506

固定負債

繰延税金負債 － 101,492

役員退職慰労引当金 161,700 150,680

資産除去債務 23,669 －

固定負債合計 185,369 252,172

負債合計 909,806 1,114,679

純資産の部

株主資本

資本金 1,279,182 1,279,182

資本剰余金 1,022,894 1,022,894

利益剰余金 4,710,863 4,488,981

自己株式 △421,730 △421,730

株主資本合計 6,591,210 6,369,328

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 101,345 248,883

評価・換算差額等合計 101,345 248,883

新株予約権 58,977 55,664

純資産合計 6,751,533 6,673,875

負債純資産合計 7,661,339 7,788,555
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 3,726,398 5,350,746

売上原価 2,580,546 4,113,979

売上総利益 1,145,851 1,236,766

販売費及び一般管理費 ※
 474,514

※
 465,307

営業利益 671,337 771,459

営業外収益

受取利息 725 560

受取配当金 14,523 18,801

有価証券利息 4,794 3,135

還付加算金 6,969 －

その他 725 528

営業外収益合計 27,738 23,026

営業外費用

為替差損 1,001 1,821

その他 19 11

営業外費用合計 1,020 1,832

経常利益 698,054 792,653

特別利益

受取保険金 1,899 －

新株予約権戻入益 － 4,503

特別利益合計 1,899 4,503

特別損失

固定資産売却損 582 －

固定資産除却損 136 29

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,393

特別損失合計 718 19,422

税引前四半期純利益 699,235 777,733

法人税、住民税及び事業税 324,616 307,157

法人税等調整額 △43,245 2,561

法人税等合計 281,370 309,719

四半期純利益 417,864 468,014
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,894,002 2,694,000

売上原価 1,322,239 2,065,116

売上総利益 571,763 628,884

販売費及び一般管理費 ※
 241,945

※
 239,763

営業利益 329,818 389,121

営業外収益

受取利息 602 535

受取配当金 － 582

有価証券利息 1,673 1,567

還付加算金 6,747 －

その他 649 527

営業外収益合計 9,673 3,213

営業外費用

為替差損 773 1,216

その他 19 6

営業外費用合計 793 1,223

経常利益 338,698 391,111

特別利益

受取保険金 1,899 －

新株予約権戻入益 － 4,503

特別利益合計 1,899 4,503

特別損失

固定資産除却損 136 29

特別損失合計 136 29

税引前四半期純利益 340,461 395,584

法人税、住民税及び事業税 184,761 191,699

法人税等調整額 △44,800 △32,520

法人税等合計 139,961 159,179

四半期純利益 200,500 236,405

EDINET提出書類

日本高純度化学株式会社(E01060)

四半期報告書

18/28



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 699,235 777,733

減価償却費 29,533 24,668

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 19,393

受取利息及び受取配当金 △20,043 △22,497

売上債権の増減額（△は増加） △624,458 △486,273

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,514 △105,195

仕入債務の増減額（△は減少） 109,770 66,869

その他 47,672 △3,646

小計 229,196 271,051

利息及び配当金の受取額 18,369 20,041

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 232,761 △500,373

営業活動によるキャッシュ・フロー 480,327 △209,280

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,512 △3,475

投資有価証券の取得による支出 △16,361 △172,299

その他 △16,358 △31,128

投資活動によるキャッシュ・フロー △40,232 △206,903

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株予約権の行使による株式の発行による収入 2,041 －

配当金の支払額 △246,084 △246,132

財務活動によるキャッシュ・フロー △244,042 △246,132

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 196,053 △662,315

現金及び現金同等物の期首残高 3,477,799 3,256,773

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,673,852

※
 2,594,457
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
　
　

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
  至　平成22年９月30日）

1.会計処理基準に関する事項の変更 １.資産除去債務に関する会計基準の適用

　 　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。

　これにより、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ464

千円減少しており、税引前四半期純利益は19,857千円減少しております。

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※有形固定資産の減価償却累計額　　　　498,629千円※有形固定資産の減価償却累計額　　　　482,178千円

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の
とおりであります。

　　　給料手当 114,593千円

　　　賞与引当金繰入額 51,310千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 10,500千円
　

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の
とおりであります。

　　　給料手当 113,927千円

　　　賞与引当金繰入額 51,600千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 11,020千円
　

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の
とおりであります。

　　　給料手当 59,268千円

　　　賞与引当金繰入額 27,078千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 5,280千円
　

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の
とおりであります。

　　　給料手当 57,090千円

　　　賞与引当金繰入額 25,800千円

　　　役員退職慰労引当金繰入額 5,790千円
　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

※　現金及び現金同等物の当第２四半期末残高と当第２

四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 3,674,604千円

　　　計 3,674,604千円

預入期間が３か月超の定期預金 △751 〃　　　 

現金及び現金同等物 3,673,852千円
 

※　現金及び現金同等物の当第２四半期末残高と当第２

四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 2,595,210千円

　　　計 2,595,210千円

預入期間が３か月超の定期預金 △752〃　　　 

現金及び現金同等物 2,594,457千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22

年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 63,130

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 1,597

　
３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の当第２四半期会計期間末残高　　58,977千円

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 246,132 4,000平成22年３月31日 平成22年６月22日

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当第２四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当第２四半期会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 246,132 4,000平成22年９月30日 平成22年11月25日

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、貴金属めっき用薬品製造事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

(ストック・オプション等関係)

　
当第２四半期会計期間（自 平成22年７月１日　至 平成22年９月30日）

１．ストック・オプションに係る当第２四半期会計期間における費用計上額及び科目名

重要性がないため、記載しておりません。
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２．当第２四半期会計期間に付与したストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成22年６月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の取締役（５）、使用人（45）

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　240

付与日 平成22年７月28日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役及び使用人

たる地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由のある場合はこの限りではない。

但し、その権利行使はその地位を喪失した後１年間とす

る。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成24年８月１日～平成26年６月30日

権利行使価格（円） 286,106円

付与日における公正な評価単価（円） 49,147円29銭

　　（注）１　平成22年７月26日開催の取締役会決議における付与対象者の区分及び人数を記載しております。

　
３．当第２四半期会計期間におけるストック・オプションの条件変更

該当事項はありません。

　

(持分法損益等)

前第２四半期累計期間(自平成21年４月１日至平成21年９月30日)及び前第２四半期会計期間(自平

成21年７月１日至平成21年９月30日)

子会社及び関連会社が存在していないため記載しておりません。

当第２四半期累計期間(自平成22年４月１日至平成22年９月30日)及び当第２四半期会計期間(自平

成22年７月１日至平成22年９月30日)

子会社及び関連会社が存在していないため記載しておりません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 108,763円69銭

　 　
　

１株当たり純資産額 107,555円49銭

　 　
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,751,533 6,673,875

普通株式に係る純資産額(千円) 6,692,556 6,618,211

差額の主な内訳(千円)
58,977 55,664

  新株予約権

普通株式の発行済株式数(株) 63,130 63,130

普通株式の自己株式数(株) 1,597 1,597

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 61,533 61,533

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

    第２四半期累計期間
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 6,791円20銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 6,789円34銭
　

１株当たり四半期純利益 7,605円91銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 7,604円31銭
　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 417,864 468,014

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 417,864 468,014

普通株式の期中平均株式数(株) 61,530 61,533

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た四半期純利益調整額(千円)

─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数(株)

16 12

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前事
業年度末から重要な変動がある場合の概要

新株予約権方式によるス
トックオプション
（新株予約権233個）
株主総会の特別決議の日
平成21年６月17日

新株予約権方式によるス
トックオプション
（新株予約権240個）
株主総会の特別決議の日
平成22年６月21日
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    第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 3,258円42銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 3,255円79銭
　

１株当たり四半期純利益 3,841円93銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 3,841円23銭
　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 200,500 236,405

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益(千円) 200,500 236,405

普通株式の期中平均株式数(株) 61,533 61,533

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た四半期純利益調整額(千円)

─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数(株)

49 11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前事
業年度末から重要な変動がある場合の概要

─ ─

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成22年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・246,132千円

（ロ）１株あたりの金額・・・・・・・・・・・・・・4,000円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成22年11月25日

　　（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主及び登録株式質権者に対し、支払を行

います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月10日

日本高純度化学株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐　　藤　　明　　典    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    神　　山　　宗　　武    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　野　　淳　　史    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

高純度化学株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第39期事業年度の第２四半期会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して日本高純度化学株式会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月10日

日本高純度化学株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    佐　　藤　　明　　典    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    神　　山　　宗　　武    印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小　　野　　淳　　史    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

高純度化学株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第40期事業年度の第２四半期会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本高純度化学株式会社の平成22年９月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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